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研究成果の概要（和文）：本研究は、JICAの青年海外協力隊日本語教師隊員を例に、海外業務を経験した日本の若者た
ちが、そこにどのような意義と問題を見出しているのかを探ったものである。隊員および元隊員らに、インタビュー調
査(33名)と、アンケート調査(124名)を実施した結果、彼らが自身の海外経験に大きな満足と達成感を感じ、更なる社
会貢献への強い意欲を持っていること、一方で、国際ボランティアとして日本語を教えたという業務の価値は日本社会
で評価されず、自身の経験を社会還元できないという不全感を抱えていることが判明した。日本の国際化を進めるため
にも、対外日本語普及活動に従事した若者のキャリア再形成の支援を考える必要がある。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to provide an analysis of the overseas 
Japanese language teaching experience, as reported by Japan Overseas Cooperation Volunteers both past and 
present. In all, data was provided by 157 respondents; 33 in personal interviews and 124 in questionnaire 
surveys. This data revealed that the majority of volunteers found their teaching experience both 
satisfying and effective. However, they also reported that they found that the position of volunteer 
Japanese language teacher is not held in high regard by Japanese society, which led to feelings of 
stigmatization and social inadequacy. This report concludes that in order to advance Japan's long-term 
goals of increased globalization, of which the Japan Overseas Language program is a valuable part, there 
needs to be a greater commitment to counseling, job placement and career support services provided to the 
young adults who have served abroad as ambassadors of Japanese language and culture.

研究分野：日本語教育

キーワード： 青年海外協力隊　日本語教師　海外経験　国際ボランティア　キャリア形成　対外日本語普及　グロー
バル人材
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１．研究開始当初の背景 
日本の若年者層が、留学や海外勤務に消極
的な、いわゆる「海外離れ」にあるというこ
とが、新聞紙面などで指摘されるようになっ
ていた。また、JICA((独)国際協力機構)の青
年海外協力隊を志望する若者が、1994 年のピ
ーク時と比較して、20 年で約 4分の１になっ
たという状況が JICA によって報告されてい
た。青年海外協力隊(以下、JOCV と略す)事業
は、戦後 50 年にわたり、世界の途上国に日
本の若者たちを国際ボランティアとして派
遣してきた国家事業である。JOCV の職種の中
で、派遣人数で第３位を占める日本語教師隊
員の応募者減少は特に著しく、ピーク時の約
10 分の１にまでなっていた。一方、諸外国か
らの日本語教師要請数は横ばいで推移して
おり、そのため選抜時の競争率がほぼ１倍近
くまで落ち込み、日本語教師の質の確保が危
惧される状況となっていた(図１)。 

 図１．JOCV 日本語教師応募者数の推移 
 
若者の海外離れ、JOCV の志望者の減少、い
ずれも、その原因としては、若者の「内向き
志向」や就職状況の悪化などがメディア各所
であげられていたが、それでは、就職状況が
改善した時期も JOCV の志望者数が増えなか
ったこと、JOCV の中でも日本語教師隊員の志
望者のみが顕著な減少を見せていることは
説明できない。横田(2007)は、国際交流に関
わる人材の育成のためには、「その専門性と
職務の重要性が認知されるような仕組みづ
くり」や「その方向に進もうとする職員への
インセンティブが付与されるような人材シ
ステムの確立」が必要であると述べている。
おそらく、「若者の海外離れ」と表現される
一連の事象の真の原因は、「国際的経験」な
いし「対外自国語普及活動」の価値というも
のが、日本の若者に実感されていないという
ことではないかと推察された。海外での経験
が個人にもたらすものが、近年その重要性が
喧伝されている「英語能力」や「異文化適応
能力」のみだとしたら、「内なる国際化」の
進む日本国内でも伸長は可能である。「海外
でなければ経験できないもの」、「日本語を日
本人として海外で普及する活動の意味」等を
可視的に記述し、社会に示していかなければ、
「若者の海外離れ」の本質を見極めることも、
「内向き志向」の進行に歯止めをかけること
も困難であろうと思われた。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は、海外業務を経験した日本
の若年者、特に国際ボランティアとして日本
語教育に従事するということをミッション
として派遣された若年者たちが海外を志向
した背景と、そこで獲得された知見が、彼ら
のその後のキャリア形成に及ぼした影響を
明らかにすることである。彼らが海外で何を
求め、何を得、それがその後の職業生活にお
いて、どのように機能したか/しなかったかと
いうことを、その背景や理由を含めて考察し、
記述する。成功例の収集を行うのではなく、
海外経験の両価的葛藤を踏まえつつ、異文化
の中で日本語普及に従事した経験の持つ意
味を、ライフストーリーの中で把握し、それ
を発信することによって、日本国内の人々、
特に、より若年で、これから海外を経験しよ
うとする人々に、海外で働くことの価値を考
える材料を提供することを狙う。 
本研究の調査対象を、JOCV 日本語教師隊員
および元隊員に特化した理由は以下の通り
である。まず、日本語教育は、日本の若者一
般にとって、国際的経験の足がかりとしやす
く、ナショナルアイデンティティを確立する
上でも有効な活動である。かつ、日本が公的
に推進する海外での日本語教育は、親日家育
成という視点から重要であり、優秀な若者が
これに従事できる環境を整えることは、長期
的には日本の国益につながる作業であると
判断できる。 

 
３．研究の方法 
 本研究の中心となる、JOCV 隊員の意識調査
においては、インタビューによる質的調査と
質問紙による数量的調査の、二つの調査手法
を併用した。何が、なぜ、どのように起きて
いるのかという現象を、個々の文脈の中で把
握するためには、自由記述の収集と質的分析
が適している。一方、起きている現象を全体
の中で位置づけ、客観性を高めるためには、
数量的な指標を用いた質問紙調査が有効で
ある。 
 研究代表者が実施した上記調査と並行し
て、研究分担者および研究協力者も、それぞ
れの専門領域において調査を推進した。 
 
(1)インタビュー調査 
①調査対象者(インフォーマント) 
JOCV 元隊員(20 名)、現職隊員(９名)、派
遣前隊員(４名)の、合計 33 名をインタビュ
イー(インフォーマント)とした。年齢層は 20
代前半から 40 代後半、男女比は、男性 9 人
に対して女性が 24 名であった。JOCV 応募可
能年齢は 20 歳から 39 歳、日本語教師隊員の
約８割が女性であることから、サンプリング
は妥当だと判断できる。 
②手法 
 インタビューは研究代表者が単独で行っ
た。現職隊員については、JICA の承認を得て、
実際に彼らの赴任地に赴き、彼らの活動状況
も確認した。１～２時間にわたる個別のイン
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タビューの中で、志望の経緯、現地での活動
状況と感想、帰国後の状況と今後のキャリア
プランなどについて、半構造化形式で尋ね、
得られた記述をすべて文字化、インフォーマ
ントに送付し、了承を得た後、分析した。 
 
(2)質問紙調査 
①方法 
質的調査の結果得られた知見を参考に、14
項目の質問紙を作成した。質問項目は、JOCV
経験への評価、帰国後のキャリア形成の状況、
生き方についての価値観等を問うもので、イ
ンターネット上で公開、JOCV のネットワーク
を利用して協力者を募った。 
②回答状況 
有効回答として、元隊員(99 名)、現職隊員
(25 名)、合計 124 名のデータが得られた。 
 
(3)研究分担者の調査 
西山教行(京都大学)は、フランスの国際ボ
ランティア仏語教師の活動、帰国後の状況に
ついての調査を推進した。また JICA の技術
顧問を務める佐久間勝彦(聖心女子大学)は、
JICA の JOCV 事業の歴史と課題についての文
献調査を行った。森山新(お茶の水女子大学)
は、海外の日本語教育に携わる大学生の海外
実習を担当する中で、学生たちのキャリア形
成意識を調査した。杉山茂(静岡大学)は、ア
メリカの国際ボランティア派遣状況につい
て調査を行う予定であったが、体調不良によ
り研究を中止、アメリカの状況については、
研究協力者の當作靖彦(カリフォルニア大
学)が調査を担当した。また、同じく研究協
力者として福島青史(国際交流基金ロンドン
日本文化センター)が、欧州での調査と、JOCV
隊員としての自身の経験に基づいて、外国語
教育と市民教育についての関係をまとめた。 
 
４．研究成果 
(1)JOCV 隊員に対するインタビュー調査結果 
①志望動機  
 一般に、JOCV といえば「奥地前進主義」者
のイメージがあるが、日本語教師隊員にはそ
うした発想があまり見られず、応募の動機と
して語られたのは、主に海外への憧れ、日本
語教育経験の獲得への希望であった。比較的
年齢が高く、社会経験のあるインフォーマン
トほど、日本語教育の専門性獲得に強い意欲
を示す傾向があった。 
②JOCV 経験の評価 
 当初、途上国開発への貢献を意図していた
わけでもない日本語教師隊員たちも、途上国
の厳しい環境の中で大きな成長を遂げたこ
とは一様に強調する。その成長は、日本語教
育の専門性の伸長よりも、自身とは全く異な
る人々への共感の芽生えと感謝、外国語を教
え学ぶ意義の理解、日本語を母語とする日本
人としての自覚の目覚め、などのキイワード
によって物語られる。 
③キャリア形成への見通し 

 自身の活動の価値については揺るがぬ確
信が示されるのに対し、今後のキャリア形成
の見通しについては総じて悲観的である。多
くのインフォーマントが、日本の組織での自
らのエンプロイアビリティと、日本社会の
「ボランティア日本語教育活動」に対する評
価の低さに言及する。海外でのキャリア継続
を検討する人も目立つ一方、海外で自由な生
活を経験したことが、日本社会の現実と向き
合う意欲を失わせたという指摘もある。 
 
(2)JOCV 隊員に対する質問紙調査結果 
 質問紙調査の結果は、インタビュー調査結
果を裏付けるものとなった。応募動機に関す
る調査(項目複数選択)では、第１位が「海外
で生活してみたかった(83%)」、第２位が「日
本のことを外国の人に伝えたかった(76%)」
であり、「途上国への貢献(50％)」を大きく
上回った。JOCV 経験については「非常に満足
している」という回答が 79％、「満足してい
る」が 16％で、合わせて実に 95％に達する。
「自分は『ボランティア』ではなく、『仕事』
をしてきた」という意見は 70％であり、自身
の活動のクオリティに対する自負心を伺わ
せる。JOCV 経験の中で得たものとしては、筆
頭に「柔軟に環境に適応できる力(異文化適
応能力)」、ついで「豊かな人間関係」があげ
られる。一方、帰国後の見通しはやはり悲観
的で、日本社会において自身の経験(海外で
の日本語教育経験)が高く評価されると答え
た人は、「非常にそう思う」と「そう思う」
を合わせても 8％しかなく、帰国後のキャリ
アをどう形成するかについては迷いのある
ことも示されている。 
本調査では、自身の理想とする仕事につい
て、10 項目の中から上位２つを選択する質問
も設定した。これを、NHK 放送文化研究所が
2013 年に、国内の 16 歳以上の男女 3070 人を
対象に行った同じ調査の結果と比較したも
のが図２である。青で囲った項目は、NHK 調
査対象者が、赤で囲った項目は、JOCV 隊員が、
それぞれ有意に高い数値を示した項目であ
る。NHK 調査のほうが被調査者の年齢層が高
いことには留意すべきであるとはいえ、JOCV
隊員の、収入への無頓着さ、専門性発揮と社
会貢献に対する意欲の高さは明らかである。   

 図２.「理想の仕事」に対する価値観 
 
続いて、「人生で最も重要なもの」を、５
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つの項目の中から１つ選ぶという質問の結
果を図３に示した。この質問については、NHK
調査では、⑤の選択肢のない４項目の中から
選択させているため単純比較ができないが、
それでも、JOCV 日本語教師隊員の社会改善志
向は突出していることが読み取れる。 

図３.「人生の重要なもの」に対する価値観 
 
(3)研究分担者の調査結果 
 西山の行った聞き取り調査からは、フラン
ス政府が派遣する国際ボランティア仏語教
師は、フランス社会では高く評価され、志望
者数も多いという情報が得られた。国際ボラ
ンティア、および、自国語の普及という活動
についての社会の認識が、日本とフランスで
は異なっているからではないかという推測
が示された。研究協力者當作の調査からも、
アメリカの公的国際ボランティアの代表的
存在である平和部隊の社会的位置づけがや
はり高いという知見が示された。また、佐久
間の調査からは、JICA あるいは日本の関係省
庁の、対外日本語普及を担う人材育成体制が
分立していることの弊害が示唆された。 
 
(4)研究結果からの提言  
 本調査から、「内向き志向」の取沙汰され
る日本にも、海外を志向し、そこで成長を遂
げたいと願う若者たちが少なくとも一定数
は存在することが判明した。その手段として
国際ボランティア日本語教師を選択し、途上
国で日本語普及に携わり、現地語能力と異文
化適応能力を高めて帰国した若者たちは、自
身の専門性をさらに磨き、社会に貢献したい
という意欲を持ちながら、「海外にいたこと
を忘れないと日本で生きていけない」、「日本
ではこういうことはまったく評価されない」
（インタビュー記録より抜粋）という現実に
直面し、社会的上昇の機会を持てない非正規
雇用者となるか、再び海外に職を求めて出て
いく。これは日本にとって損失である。この
問題を解決するためには、若者（ここでは国
際ボランティア日本語教師）側、および日本
社会の側、双方へのアプローチが必要である。 
 まず若者たちには、派遣前、派遣後のキャ
リア教育が必要である。現在も JICA は、JOCV
に対する就職支援を行っているが、日本語教
師隊員は他の職種の隊員と異なり、一般企業
への就職を志向せず、収入や待遇を度外視し
ても、「専門性の伸長」にこだわる傾向があ
る。だが、帰国した国際ボランティアが、日

本語教師としての専門性を狭義にとらえ、言
語学的な知識の集積のみに目を向けていて
は、日本における活動の場は狭まり、エンプ
ロイアビリティは低下するばかりである。彼
/彼女らが海外で高めてきた能力を、現実の
日本社会でどのように生かせるのか、あるい
は、現実の日本社会で活かせる「専門性」を、
途上国の日本語教育の現場でどう身につけ
るのか、支援者が彼/彼女らと共に考え、日
本社会へのソフトランディングを実現する
仕組みを作らなければならない。 
 一方、日本社会の意識を変えるためには、
海外における日本語普及の意義、あるいは日
本語の価値についての、啓蒙活動を続ける必
要がある。現在日本は、国際化推進の手段と
して英語教育を重視し、その強化に多くの資
源を投入している。しかし、非英語圏である
アジアの人々との交流、関係強化を考えるの
であれば、国際ボランティアによる日本語普
及にも資源をより振り向けるべきであろう。
フランスの例に学び、日本語教育を担う国際
ボランティアを、「貧しい途上国の開発を無
償で援助する人々」ではなく、「自ら志願し
て、日本文化発信と相互交流のため、海外へ
と赴く専門家」であると定義することによっ
て、彼らに対する日本社会の評価が変われば、
より優れた資質を持つ若者がこの道を志す
ようになるのではないか。また、そうした若
者であれば、内なる国際化の進む国内でも、
自身の活躍の場を切り拓くことができ、新た
な好循環を生み出していくとも期待できる。 
 
(5)成果発信の状況 
研究成果は、論文や学会発表により公開し
てきた。中でも、本研究の中間報告として実
施した 2014 年１月のシンポジウム「グロー
バル人材と日本語」は約150名の聴衆を集め、
６編からなる記録動画はのべ12000回以上再
生されている。また、本研究の主な成果は
2014 年 12 月にくろしお出版から著書として
刊行され、各方面で好評を得ている。成果発
信については今後も続ける予定である。 
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